
居宅介護支援重要事項説明書

令和6年4月1日現在

１．当事業所が提供するサービスについての窓口

　電話：０３－３９７３－０９９５　月曜～金曜　9時～18時

土曜日に於いては　第２・４土曜日　9時～13時

２．居宅介護支援事業所　桐の花の概要

　事業者（法人）の名称　　　 医療法人社団　桐心会

法人所在地　 東京都板橋区小茂根４－２８－１４

代表者（職名・氏名） 理事長　林　滋

電話番号 03-3956-2090

事業所名　 居宅介護支援事業所　桐の花

介護保険サービスの種類 居宅介護支援事業所　

事業所の所在地 東京都板橋区小茂根４－２８－１４

電話番号 03-3973-0995

介護保険事業者番号 １３７１９００９３５

管理者の氏名 川﨑　浩之

通常の事業の実施地域 板橋区、練馬区、豊島区

（上記地域以外の方はご相談下さい。）

営業日時

　営業日 月曜日～金曜日　　９：００～１８：００

土曜日（第２・４）　　９：００～１３：００

　休業日 土曜日（第1・3・5）、日曜日、祝祭日

年末年始（12月29日～1月3日）

職員体制

常勤 非常勤 計 　 職務内容

　管理者 1 1 従業者・業務の管理

（主任介護支援専門員） 指定居宅介護支援の提供

介護支援専門員 指定居宅介護支援の提供

事務職員 事務全般

・介護支援専門員　常勤1名以上とし、業務の状況に応じて増員する。
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３．事業の目的と運営の方針

　 要介護状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅にお

事業の目的 いて自立した日常生活を営むことができるよう、適正な指定居宅介護支援

を提供することを目的とします。

利用者の心身の状況うあ家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法令

運営の方針 及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医

療・福祉サービス等と連携を図りながら、利用者の要介護状態の軽減や悪

化の防止のため、適切なサービスの提供に努めます。

４．居宅介護支援のお申込みからサービス提供まで

　　 まずは電話等でお申込みください。　当事業所職員がお伺いします。

契約を締結したのち、サービスの提供を開始します。

（１）利用申込受付と契約の締結

利用申込者に居宅介護支援契約書と重要事項説明書を交付、説明し同意を得た上で契約を

契約を締結。　被保険者証を確認し介護サービス計画作成依頼（変更）届出書を保険者

に提出します。

（２）アセスメントの実施

利用者の住まいを訪問し、心身の状態、おかれている環境を把握し、支援ニーズの特定

及び課題の把握を行う。さらに認定調査結果及び主治医意見書等の情報から利用者の状態

の把握に努めます。 使用する課題分析票の種類は、独自方式とします。

（３）居宅サービス計画書原案の作成

アセスメント結果を基に利用者やご家族の要望を踏まえ、複数のサービス事業者を紹介し

利用者及び家族の選択に基づいて居宅サービス計画（ケアプラン）原案を作成します。

利用者及び家族はそのサービス計画原案に位置付けたサービス事業者等選定の理由を

求めることができます。

（４）サービス担当者会議

居宅サービス計画書原案作成後に、利用者及び家族を交えてサービス担当者会議を開催

し、各サービス担当者間で共通認識を図ります。

（５）居宅サービス計画書の交付

利用者及び家族に同意を得られた居宅サービス計画書（ケアプラン）は、利用者、

サービス事業所、主治の医師に交付します。

（６）モニタリング

1ヶ月に1回は、利用者の住まいへ訪問し、新たな課題が生じていないか、居宅サービス計

画に基づくサービスの提供がなされているか近況の聴取、確認をします。また利用者と

家族、居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画作成後も、

利用者と事業者との双方の合意に基づき、必要に応じて居宅サービス計画を変更します。
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（7）医療との連携

① サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたとき、その他必要を認めるとき

は、利用者の口腔に関する課題、薬剤状況とその他の利用者の心身または生活の状況に

係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師、歯科医師または

薬剤師に提供します。

② 利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している

場合、その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師または歯科医師の意見を

求めます。

（8）給付管理業務

利用者の前月における介護保険サービスの利用実績を確認した後、給付管理票を作成し、

東京都国民健康保険団体連合会に提出します。

(9)相談業務

① 利用者、サービス事業者からの連絡に随時対応し計画変更の必要がある場合には速や

かに対応します。　また必要に応じて介護保険以外の福祉サービスや民間のサービス

等を含めた情報の提供を行います。

② 居宅介護支援及び指定居宅サービス事業者等についての相談・苦情窓口となり、適切

に対処します。

③ 利用者の依頼に応じ要介護（要支援）認定の申請を代行します。

④ 地域の介護保険施設に入所を希望される場合、情報提供等を行います。

５．利用料金

（１）利用料

居宅介護支援費の費用は全額給付の対象となるため、利用者負担金はありません。

だだし、保険料の滞納等により法定代理受領できない場合は、一旦、1ヶ月あたりの料金

をお支払いいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。　

このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。

※事業所が法定代理受領する居宅介護支援費は別紙１の通りです。

（２）交通費

介護支援専門員が通常のサービス地域をこえる地域に訪問・出張する必要がある場合には

、介護支援専門員がお訪ねするための交通費の実費を頂くことがあります。

（３）解約料

利用者は契約を解約することができ、解約料はかかりません。
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６．サービスの終了

（１）利用者の都合でサービスを終了する場合

文書等で事前にお申し出下さればいつでも解約できます。

（２）当事業所の都合でサービスを終了する場合

人員不足等やむを得ない事情によりサービスの提供を終了させていただく場合がござい

ます。　その場合は、終了1ヶ月前迄に文書等で通知するとともに、地域の他の居宅介護

支援事業者をご紹介いたします。

（３）自動終了

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了します。

　 ・利用者が介護保険施設に入所した場合。

・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当（自立）、

要支援１、要支援２と認定された場合。

・利用者が亡くなった場合。

（４）その他

利用者やご家族などが当事業所や介護支援専門員に対して、本契約を継続しがたいほどの

背信行為を行った場合、文書等で通知することにより即座にサービスを終了させていただ

く場合がございます。

７．当事業所の居宅介護支援の特徴等

（１）事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、そのおかれている環境に応じて

利用者の立場にたって支援を行います。

（２）利用者の選択に基づき、医療法人社団　桐心会関連事業所や他のサービス提供事業所、

福祉・看護医療機関等と適切に連携し、公正中立の立場でサービス調整を行います。

８．公正中立性の確保

利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求め

ることが加納であること、また、当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが

可能であることを説明いたします。

居宅介護支援の提供に際し、前6ヶ月間に作成したケアプランの訪問介護、通所介護、

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況について利用者に説明し、介護サービス情報

公表制度においても公表します。※別紙２の通りです。
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９．　入院時における医療と介護の連携

利用者が医療機関へ入院した場合には、当該医療機関へ担当介護支援専門員の氏名及び

連絡先をお伝えください。　必要に応じて担当介護支援専門員より当該医療機関へ

介護サービス及び生活の状況等について情報提供を行い連携をはかります。

１０．秘密の保持について

（１）事業者及び事業者の従業員は、サービス提供をする上で知り得た利用者及び家族の

秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務が、契約が終了

した後も継続します。

（２）職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。

（３）職員でなくなった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、

　 職員でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべき旨を職員との雇用契約の

内容とします。

１１．事故発生時の対応

指定居宅介護支援の提出により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、保険者へ

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。

また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を行います。

１２．虐待防止への取り組み

利用者の尊厳の保持や人格の尊重、人権の尊重の観点から、虐待の発生やその再発を防止

するための委員会の開催、指針の整備、研修の実施等の担当者を定め取り組みます。

１３．成年後見制度の活用

利用者の適切な契約手続き等を支援するため、必要に応じ、成年後見制度の利用方法や

関係機関の紹介など、成年後見制度を活用できるような支援を行います。

１４．権利擁護に関する措置

職場におけるハラスメント対策のための方針の明確化等の必要な措置を講じます。

１５．感染症の予防及びまん延防止のための措置

感染症の発生や拡大を防止するための委員会の開催、指針の整備、研修等の担当者を定め

取り組みます。

１６．業務継続計画の策定

感染症や災害発生時においても、業務を継続、又は早期に業務再開するための計画を策定し、

必要な研修及び訓練等の実施に取り組みます。
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１７．研修

介護支援専門員の資質向上のための研修は、計画に基づき継続的に実施します。

１８．サービス内容に関する苦情

当事業所の居宅介護支援に関するご相談・ご意見・苦情・および　居宅サービス計画に

基づいて提供している各サービスについてのご相談・ご意見・苦情を承ります。

当事業所の苦情担当者　　　　　　管理者・介護支援専門員　川﨑　浩之

電話　０３－３９７３－０９９５ FAX　０３－３９５６－７０９９

当事業所の担当者への苦情については、管理者が事実確認を行ったうえでその対応に

あたります。当事業所以外に、区市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。

区市町村の相談・苦情窓口

板橋区介護保険苦情・相談室　（日・祭日除く9時～17時）

　 電話　０３－３５７９－２０７９　　 FAX　０３－３５７９－３４０２

〒173-8501　板橋区舟渡2-66-1　板橋区役所北館２階　健康生きがい部　介護保険課

東京都国民健康保険団体連合会　（区市町村で解決不能な問題等）

　電話　０３－６２３８－０１７７
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令和　　年　　　月　　　　日

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重要な事項を

説明ました。

事業所 所在地　　板橋区小茂根４－２８－１４

名称 居宅介護支援事業所　桐の花 印

説明者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

私は契約書および本書面により事業所から居宅介護支援についての重要事項の説明をうけました。

利用者　　住所

　　　 氏名 印

代理人 住所

氏名 印

利用者との関係
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別紙１

利用料金（令和6年4月１日改定）

居宅介護支援（Ⅰ）（ⅰ） 要介護１・要介護２ ￥12,380

取り扱い件数45件未満 要介護３・要介護４・要介護５ ￥16,085

居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅰ）

取り扱い件数50件未満 要介護１・要介護２ ￥12,380

※ケアプランデータ連携システム

の活用及び事務職員の配置を 要介護３・要介護４・要介護５ ￥16,085

行っている場合。

初回加算

入院時情報連携加算（Ⅰ）

入院時情報連携加算（Ⅱ）

退院・退所加算（カンファレンス参加無　連携1回）

退院・退所加算（カンファレンス参加無　連携2回）

退院・退所加算（カンファレンス参加有　連携1回）

加算の要件に該当した場合 退院・退所加算（カンファレンス参加有　連携2回）

退院・退所加算（カンファレンス参加有　連携3回）

ターミナルマネジメント加算

緊急時等居宅カンファレンス加算

特定事業所加算（Ⅱ）

特定事業所医療介護連携加算

通院時情報連携加算

業務継続計画未実施減算

高齢者虐待防止措置未実施減算

減算の要件に該当した場合 事業所と同一建物の利用者、またはこれ以外

の利用者20人以上に提供する場合

運営基準減算

〇介護保険法および関連諸制度の改正等により、上記料金に変更があった場合は、

　法令の定める料金に従います。

¥1,425

¥3,420

¥2,850

¥2,280

¥5,130

¥6,840

¥6,840

¥8,550

¥10,260

¥4,560

¥2,280

¥4,799

所定単位数の100分の１

所定単位数の100分の１

所定単位数の50分１

所定単位数の100分の１

¥570
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その他（利用者件数に応じて定められた基準額）

居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅱ） 要介護１・要介護２

取り扱い件数45件以上60件未満 要介護３～要介護５

居宅介護支援費（Ⅰ）（ⅲ） 要介護１・要介護２

取り扱い件数60件以上 要介護３～要介護５

居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅱ） 要介護１・要介護２

取り扱い件数50件以上60件未満 要介護３～要介護５

居宅介護支援費（Ⅱ）（ⅲ） 要介護１・要介護２

　取り扱い件数60件以上 要介護３～要介護５

¥3,602

¥4,674

¥6,201

¥8,025

¥3,716

¥4,810

¥6,007

¥7,786
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別紙２

居宅介護支援　サービス利用割合等　説明書

①前6か月間の作成してケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着通所介護、

福祉用具貸与の各サービスの利用割合

訪問介護　　 44.2％

通所介護 24.4％

地域密着型通所介護 22.9％

福祉用具貸与 96.9％

②前6か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、

福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合

訪問介護

こもねヘルパーステーション ハート介護サービス江古田 訪問介護ステーションすずらん

　　　 43.1% 20.6％ 20.6％

通所介護

こもね在宅サービスセンター ヒューマンライフ小松湯 ディサービス夢楽大山

59.3％ 21.8％ 18.7％

地域密着型通所介護

MODE　CARE桜台 キーステーション ここけあ江古田の湯

20％ 20％ 20％

福祉用具貸与

フランスベッドメディカル はなまる介護 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｲｼﾞﾌﾘｰ介護ﾁｪｰﾝ城北

34.6％ 25.9％ 9.4％

③判定機関　（令和６年度）

■前期　（3月1日から8月末日）

　　■前後（9月1日から2月末日）
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利用者の前月における介護保険サービスの利用実績を確認した後、給付管理票を作成し、

このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。

介護支援専門員が通常のサービス地域をこえる地域に訪問・出張する必要がある場合には
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利用者やご家族などが当事業所や介護支援専門員に対して、本契約を継続しがたいほどの

背信行為を行った場合、文書等で通知することにより即座にサービスを終了させていただ
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秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この秘密を保持する義務が、契約が終了

感染症や災害発生時においても、業務を継続、又は早期に業務再開するための計画を策定し、
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あたります。当事業所以外に、区市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。
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居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書および本書面に基づいて重要な事項を

私は契約書および本書面により事業所から居宅介護支援についての重要事項の説明をうけました。

17


